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問題意識と目的問題意識と目的

問題意識• 問題意識

– 現在のJCMの下でのプロジェクト活動は様々な課題の出現と状
況変化により当初期待したような大きな進展が見られない変 り 初期待 う 展 見

– 残りわずか4年しかない2019年までに本制度の運用によってど
の程度の削減を目指すのか不明

2020年以降の新たな枠組みにどのように位置づけるのかにつ– 2020年以降の新たな枠組みにどのように位置づけるのかにつ
いても、具体的な提案がないまま、2015年末のCOP21に向か
おうとしている

• 目的

JCMの課題とその解決に向けた提案– JCMの課題とその解決に向けた提案

– 2020年以降の新たな法的枠組にJCMを適合させるための方向
の示唆

2



登録済みJCMプロジェクトによる排出削減量
排出削減量
（t‐CO2/年）
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・登録プロジェクトをすべて合計しても年間1,167t‐CO2の削減に過ぎない
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登録プ ジ クトをす て合計しても年間 , の削減に過ぎな
・我が国の年間排出量（14億800万t‐CO2：2013年度）の0.000000008%！
・CDMの場合は最初のプロジェクト登録から2年間で削減量が累積で700万t‐CO2超



JCMの基本理念JCMの基本理念

素技 普 速 途 持続• 優れた低炭素技術の普及を加速することで、途上国の持続
可能な発展に貢献する。

温室効果ガスの削減 吸収を測定 報告 検証（MRV）する方• 温室効果ガスの削減・吸収を測定・報告・検証（MRV）する方

法論を適用することで日本からの貢献を定量的に評価し、日
本の削減目標の達成に活用する。本の削減目標の達成に活用する。

• 新たな国際枠組みが発行するまでの間、CDM制度を補完す
ることで、UNFCCCの究極の目的に貢献する。る とで、 の究極の目的 貢献する。
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JCMの課題JCMの課題

• 主に事業実施者に委ねている方法論の開発作業が想定より事業実施者 委ね る方法論 開発作業 想定より
複雑になっているため、プロジェクト実施の支障となっている。

• 各国毎に方法論を作成して各国のJCで個別に承認を得る必

要があるため、方法論の汎用性が著しく低下し、方法論開発
のコストが増大している。

が 事 努 が• 制度の長期的な先行きが不透明なため事業の開発努力が
進まない。

2020年以降の新たな枠組みに位置づけられるかどうか明ら• 2020年以降の新たな枠組みに位置づけられるかどうか明ら
かでない。
– どの程度のクレジットを生み出す制度とするか– どの程度のクレジットを生み出す制度とするか

– ダブルカウントを回避できるか

– UNFCCCの下で国際一元化に対応できるか
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改善されたCDMの登録手続き改善されたCDMの登録手続き
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図-1：CDMプロジェクト申請から登録までの平均所要日数
（出典：UNEP-RISO Center 2015年）

6

（出典：UNEP RISO Center、2015年）



どの地域、どの技術の
削減ポテンシャルが高いか
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どの地域、どの技術の
削減ポテンシャルが高いか
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気候変動対策として技術普及に求められること気候変動対策として技術普及に求められること

発電部門における先進低炭素技術普及が大きな鍵• 発電部門における先進低炭素技術普及が大きな鍵

• 排出量の伸びの抑制には、中国、インド、その他アジアでの
高効率石炭火力の普及が必要高効率石炭火力の普及が必要

• 天然ガスコンバインドサイクル発電の普及は世界中で必要

450シナリオを目指すには途上国での再生可能エネルギ• 450シナリオを目指すには途上国での再生可能エネルギー
の拡大も重要

産業部門において 鉄鋼 セメント 石油精製 石油化学な• 産業部門において、鉄鋼、セメント、石油精製、石油化学な
ど大規模排出源における省エネルギー、低炭素化対策技術
の普及が重要の普及が重要

• 次いで、輸送部門における移動発生源への低炭素化対策技
術の普及も重要
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当面のJCM改革の方向（1）当面のJCM改革の方向（1）

簡素 か 環境十全性 ある方法論 再構築• 簡素でかつ環境十全性のある方法論の再構築

– 対象となる低炭素技術等をあらかじめ特定する

特定技術毎 技術をあ 特定– 上記特定技術毎にベースライン技術をあらかじめ特定

– 削減量の計算方法とオフセット

• 削減量を「相手国の削減への貢献」とする

• 但し、相手国が移転を認めた削減量については、日本
に移転してオ セ トとして利用する とが可能に移転してオフセットとして利用することが可能

– 適格性（追加性）証明の簡略化

特定された技術 普及プ ジ ク は原則適格とする• 特定された技術の普及プロジェクトは原則適格とする
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発電セクターにおける対象先端技術と
対応するベースライン技術（試案）
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産業セクターにおける対象先端技術と
対応するベースライン技術（試案）
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当面のJCM改革の方向（2）

永続性のある支援策の確立

当面のJCM改革の方向（2）

• 永続性のある支援策の確立
– 発電施設備本体の普及は公的融資制度で支援されるこ
とが不可欠不可欠

– JBICの地球環境保全業務（GREEN）に代表される各種既
存制度との連携やJCM事業と関連する官民連携の融資
制度整備が進める制度整備が進める

– 現在の予算補助による支援は、プロジェクト発掘と組成の
役割を担うFS、本体設備の普及に伴って必要となる運転
技術移転 MRVを行う技術移転などのキャパシティビル技術移転、MRVを行う技術移転などのキャパシティビル
ディングに使用すべき

– こうした資金の組み合わせによる総合的な技術普及支援うした資金の組み合わせによる総合的な技術普及支援
策によって、はじめて先端技術の普及による実効性ある
削減が進められる
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新たな枠組みへ位置づけるためへの提案新たな枠組みへ位置づけるためへの提案

進 減 度 進 技 資• 先進国の削減をオフセットする制度から、先進国の技術と資
金による途上国の削減への貢献を削減量で示す制度へ転
換する換する

• 削減量のうちダブルカウントが防止されかつ相手国が承認
する部分については クレジット化することでオフセットとしてする部分については、クレジット化することでオフセットとして
の利用を可能とする

• 国際的に共通利用可能な新たな方法論を導入する国際的 共通利用可能な新たな方法論を導入する

• 制度と削減量及び移転量についてはUNFCCC事務局による
国際一元管理を行う
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